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代替的調査領域の比較分析
辻　　正　雄
1　は　じ　め　に
　差異の調査領域に関して一般に受け入れられてきた伝統的な考え方は，例外
的た不良差異の発生する領域を調査の対象とすることが適切であるとするもの
である。具体的には，不良な差異のある値をもって管理隈界（COntrOuimit）
と定め，その臨界値を越えるすべての不良な差異が発生Lたときに調査が実施
されるように，調査領域が事前に決められる。この管理隈界を求める方法には，
勘や経験に頼よる非科学的放ものから，統計学的な榎拠に基づくものや，経済
的に合理的な基準を満足させるものに至るまで，多種多様なものがこれまでに
開発されてきている。たとえどのような方法で管理限界が求められようとも，
管理限界を越える差異が発生したときに調査を実施するという政策がとられて
いるかぎり，それらの方法は調査領域を例外的な不良の差異を示す範囲と定め
ている点においては共通Lている。ところが，それらの方法に見られる重夫な
欠陥は，例外的な不良差異の範囲を調査領域とするという前提の妥当性につい
て十分な検討が加えられていないということにある。いかに合理的方法で調査
領域が定められたとしても，その前提条件が普遍妥当性を欠くものであるたら
ぼ，そこから導かれた調査領域に関する結果は，一般的原則として受け入れら
れることはたい。最適性の概念を援用して換言するならば，前提条件を吟味せ
ずに最適な管理限界を求めても，それは局所最適なものであり，全体最適な解
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にはなっていない可能性が存在するのである。
　このようた認識のもとに，筆者は例外管理の原則に基づいて例外的な不良の
差異を調査領域とする方式の普遍的な妥当性を疑間とし，本誌第294号におい
てその普遍性を否定する反証を示した。ωその分析から導かれた主要な結論は，
最適な調査領域が，システムの状態，結果の確率分析，調査と修正措置の費用
および管理老の選好関係によって変わりうるということである。したがって状
況によっては，例外的に不良な結果の区間よりも，中閻的な不良の区問を調査
対象とすることが望ましいことになる，ということが示された。特に，システ
ムの状態が単一の状態変数で表わされるかあるいは複数の変数で表わされるか
の違いは，最適な調査領域を求める分析にとって，基本的な認識であることが
指摘された。そこで，本稿は，先の分析結果を敷桁して，状態変数と調査領域
の関連性を追求し，併せて管理老の選好関係が調査領域に及ぽす影響について
分析することを目的としたい。
2　代替的調査領域
いま，プロセスのパフォーマンス結果X⊂Rを観測したとき，その結果か
らプロセスを調査すべきか否かを決定するルールを以下のように書くことにす
る。
（i）x⊆Xのときにブロセスを調査する。
（ii）x⊂X1のときにはプロセスを調査しない。
ここで，Xは調査領域の空閻を，X’はその補集合をそれぞれ表わしている。
調査活動には組織の有限な経済資源の費消を伴うので，すべての結果に対して
調査するような政策は，明らかに得策ではない。通常，調査スタッフの能力は
短期的には固定的であり，管理者が調査決定や調査活動に従事できる時間も隈
られたものであろう。そこで，資源の投入に見合った効果の期待される領域の
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みを調査しようとする政策が実施されることになる。
観測された繕果がある一定の管理隈界XOを越えたときにプ冒セスを調査す
る政策における調査領域をX・と表わすならば，それは次式のように定義され
る。
（1）Xド｛XlX≧X0｝
もしもX・の調査領域がいかなる状況においても最適であるならば，調査決定
の問題ば管理限界苅をどのように決定するかに帰着してしまう。ところで，
われわれの関心は，XTの調査領域の最適性を検討することにあるので，これ
に対する代替案が必要となる。いま，この政策をXが端都を含まないある区閻
［X・，X盆コに入るときにプロセスを調査する方式とすれば，この政策における調
査領域X。は，次式で定義される。
（2）　XI＝｛xlx工≦xくx薯｝
文・の調査領域におけるように連続した区間を考察の対象とするならば，端部
を含むX・に対する代替案とLては，このXIが考えられうる唯一のものであ
る。
　2つの代替的な調査領域XTとX・について，以下の分析は，複数のパフォ
ーマンス基準を比較することにより，選好関係とその条件を探究することに主
眼がそそがれ乱そこで，2つの代替案が公平に比較されるために，両者の調
査が実施される頻度が等しいごとを分析の前提条件としよう。本来，組織にお
げる決定間題は，有隈在組織賛源の配分に係わるものであるから。相互に関遵
性を宥している。もしも2つの代替案の費用と劾果が異なるものであるならば，
他の決定間題との調整において実施される頻度にも違いが生じるはずであろう。
したがって，2つの政策の頻度を等しいものと仮定することは，・この調査決定
の間題を他から切り離Lて分析することを意味Lている。しかL，2つの政策
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を公平に比較するためには，こうした部分均衡的分析の欠陥も見逃さざるをえ
ないであろう。
3　単一状態変数のシステムにおける分析
　この節での分析は，結果Xの発生するシステムの状態が単一の状態変数によ
って表わされ，図3－1に描かれるように遠続的に分布するケースについて，代
替的政策のバフォーマンスを比較することにより，その選好関係を明らかにす
ることを目的とする。
　単一期間のある期中の時点において，その時点童での結果が観測されたとき，
｛｛x〕
0　　　　　　　　　　μ　Xl　Xo　X2　　M
　図3－1単一状態変数の確率分布
もしもXが調査領域に入っているならぱ，調査および修正行動が実施され私
問題を単純化するため，調査および修正の費用は，IおよびKで表わされる固
定的費用であることを仮定する。調査および修正措置がとられた後，プロセス
は正常な状態で継続すると考えられ，期末までの緒果は平均μとなるものと仮
定Lよう。それに対して，もLもxが調査領域に入っていたいときには，ブロ
セスは調査されず，そのままの状態が期末まで続くものと考えられる。そのと
き，期末までの繕果は，観測されたXが生起するものと仮定される。いま，連
続確率変数であるxの正の確率密度関数をf（x）で表わすと，XTおよびX・の
調査領域が採用されるときの期待総費用は，それぞれ以下の式のように書かれ
る。
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（・）・（鬼）や（・）…1二1・（・）…1二（1・・）・（・）血
（・）・（免）一1二・f（・）…ll：1・（・）…1二・・（・）・・
　　　　　　　・1：：（1・・）・（・）砒
われわれは，以上に記述されたことがらを「単一状態システム調査決定間題」
とよぶことにしょうo
　続いて，C（X・）とC（X・）の差を計算すると，その結桑は（5）武にまとめ
られる。
　　　（5）　△C（X）＝C（XI）一C（XT）
一111（μ・1＋・一・）f（・）赦
　　M－1　　（μ十I＋K－x）f（x）dx
　　丞2
（5）の△C（X）は，以上に記述された条件の下で2つの政策が比較される限1り，
正にも負にもなりうるので，どちらの政策が望ましいかの判定は下されない。
このことは，たとえx＞x・のときにμ一←I＋K＜xが常に成立するとしても変
わらない。LかL，前節で述べた，XエとXIの実施される確率が等しい，とい
う条件を加えると，期待費用の大小は確定される。この条件は，単一状態シス
テム調査決定問題において（6）式で表わされる。
（・）ll：f（・）・・一1二f（・）・・
われわれは，この条件を使って期待費用の大小関係を証明するための準備とし
て，次の有名恋定理を示しておこう。｛2〕
　定理1　（積分学の平均値の定理）もしもf（x）が積分の区閥で連続関数で
　あるならば，
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（・）1：f（・）・・一（・一・）・（・）
　ここで，Cは区聞（a，も）に属する任意の数である。
さらに，この定理をより一般化された形に書くならば，次のように示される。
定理2　もしもf（x）と9（x）が積分の区間で連続関数であり，9（x）≧0が
成り立つならば，
（・）1：・（・）・（・）・・一・（・）1：・（・）・・
　ここで，cは区聞（a，b）に属する任意の数である。
以上の2つの定理を直接適用すると，（5）の△C（X）の計算から次の命題が導か
れる。
　命題1単一状態システム調査決定間題において，X。とX。の実施される確
　率が等しいならば，X。を採用する政策は，連続確率分布の形状にかかわら
　ず，X1の政策よりも小さい期待総費用をもたらす。
証明　区間（x・，x・）および区聞（x・，M）のある数を，それぞれcおよびd
　とする（c＜d）。条件（6）は，（9）と同等である。
（・）ll：・（・）・・一1二・（・）・・
（7）から（9）は（10）のように書き換えられる。
　　（ユ0）（蜘一x・）f（c）＝（M－x・）f（d）
（8）から以下の二式が成立する。
（・1）ll：・・（・）・・一（H）・・（・）
（旭）1二・・（・）・・一（・一地）・・（・・
c＞dであり，（10）の条件から
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（・・）1：1・・（・）・・一1二虹（・）・…
　以上の結果から（5）の△C（X）は以下のように計算されるので，C（X・）＞
C（X。）が成立することカミ証明される。
　　　（14）　△d（文）＝C（文I）一C（文丁）
一1二・・（・）・・一1：：・・（・）・・
≡（M＿x2）df（d）＿（x2＿x1）cf（c）
＝（M－x雪）f（d）（d－c）＞0 （証終）
　原価や利益の責任センターに属する管理者は，一般に，標準や予算と実績と
の差異の大小に基づいて業績の評価を受けている。この場合，業績評価は，標
準や予算が達成されていればプラスに，達成されていなければマイナスに作用
するので，標準や予算自体の設定が管理者にとってもまた組織全体あるいは所
有老にとっても重犬な関心事となる。この標準や予算の水準も含めて業績評価
システムは，管理者の行動になんらかの影響を与えるであろうから，管理者の
要求を満たし，親織目標に適合的た行動を管理者から引き出すようなシステム
設計と運用は，きわめて重要で困難な間題となっている。
　そこで，管理者に調査領域の決定が委譲されているとき，ある業績評価ツス
テムの導入がその決定にどのようた影響を及ぼすかを検討することは，十分に
意義があることと思われる。いま，管理者の業績は，（15）の関数式に基づいて
評価されるものと仮定しよう竈
（15）　w…m＋k（μ＿x）
ここで，
　W：管理者の総報酬
m≡固定報酬
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　k＝バラメータ，k＞O
　μ…標準あるいは予算
　X＝実績
　ところで，業績評価システムの管理老への影響の仕方は一様ではなく，管理
者の嗜好によって異なったものとなる。ここでの調査領域の決定は，危険が存
在する場合における管理老の選択間題である。そこで，管理者の危険に対する
態度に従って，管理者を次の3つのタイブに分類することにしよう。
　（i）危険中立者
　（ii）危険回避者
　（iii）危険受好者
　危険申立老は，危険の存在の有無を全く意に介さない管理老であり，変動的
潅報酬と安定的な報酬が同程度に好まれるタイプである。したがって，危険中
立者の限界効用は常に一定であり，彼の効用関数は線型となる。報酬の変動を
嫌い，安定の確保を好む危険回避者にとっては，危険に直面Lて成功したとき
に享受する効用の増加が，失敗Lたときにこうむる効用の減少よりも小さくた
る。このことは，危険回避者の限界効用が減少することを意味Lており，彼の
効用関数は下に凹な曲線とたる。それに対して，危険愛好者の場合は，危険回
避老とは全く対照的であり，彼の効用関数は，隈界効用の増加する下に凸な艶
線となる。崎j
　はじめに，リスク中立的な管理着の場合について，（15）の評価関係に従って
業績が評価されるときに，X・およびX一の政策がもたらす期待効用を計算す
ると，（16）および（17）が得られる。
（・・）・・（文・）一…1；（μ一・）・（・）・・
　　　　　　　　一・1二（・一μ）・（・）・・一1二（1・・）・（・）・・
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（・・）眺）一…／；（μ一・）・（・）・・一・1二（・一1）・（・）・・
　　　　　　　　　一111（1・・）・（・）・・一・1二（・一μ）・（・）・・
ここで，期待総費用について計算したことと同様に期待劾用の大きさを比較す
ると，次の結果が得られる。
（18）　△UN（X）呈UN（XT）一UN（XI）
一・1二・・（・）・・一・1；1虹（・）・…llllf（・）・・
一・1二μ・（・）…ll：（1・・）・（・）・・
　　　M－1　　　　（I＋K）f（x）dx
　　　xo
この段階までの△UN（X）について正負を判定することはでき次いが，条件
（6）がこれに加えられる改らば，△UN（X）は正の値となることが証明される。
命題2単一状態システム調査決定問題において，X・とX1の実施される確
率が等しいならば，危険中立的な管理老にとって，X■を採用する政策は，連
続確率分布の形状にかかわらず，Xlの政策よりも犬きい期待効用をもたらす
　証明　命題1の証明で示された（9）および（13）をここでも使うと，
（・・）・瓜（文）一・1二（・一1）・（・）・・一・lll（・一μ）f（・）・・
＝k（M－xo）f（b）（d－c）＞0 （証終）
（14）と（19）の違いは，パラメータの存在にある。もしもk＞1であるならぱ，
（15）の基準による業績評価によって，X。がX。よりもより一層好まれることに
放る。もちろん，k≡0となる固定的な報酬が保障されている管理者にとって
は，どちらの政策を選択するかについて無差別な選好関係が示され乱しかし，
一般に仮定されているように，k∈（O，1）という前提条件を受け入れるならば，
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（15）の業績評緬基準の採用は，期待費用を基準とする2つの政策の差を縮少さ
せる効果をもたらすことが理解される。
　それでは，管理者の嗜好や危険に対する態度が異なる場合に，選好関係はど
のようになるであろうか。いま，危険回避的な管理者の効用関数が，（20）で与
えられるものと仮定する。
（20）　Uム（z）＝一exp［一bzコ
ここで，zは管理者の受け取る報酬であり，bは正のパラメータとする。Arrow－
Prattの絶対危険回避測度を求めると，
　　　（21）　　Uム”（z）≡　b至exp［■bzコ＝≡b
　　　　　　　　Uム’（z）　　　bexp［一bzコ
となるから，bが増加するにつれて，回避測度も大きくなる。（20）の効用関係
について，X・およびX・の政策がもたらす期待効用の差を計算すると（22）が得
られる。
　　　（22）　△Uムぴ）≡UA（XT）一UA（XI）
一1：1一…［一・1…（μ一・）llf（・）・・
　　M・1　　－exp［一b（m－I－k）コf（x）dx
　　x2
　　xo－1　　　－exp［一b（m－I－K）］f（x）dx
　　Xl
　　M－1　 ＿exp［＿b｛m＋k（μ一x）｝コf（x）dx
　　x2
（9）および（13）を使って（22）を書き換えるならば，（23）となる。
　　　（23）△Uム（X）＝（M－x・）f（d）｛exp［一b｛m＋k（μ一d）｝コ
　　　　　　　　　　　　　＿exp［＿b｛m＋k（μ一c）｝コ｝
0＜c〈dであるからexp［一b｛m÷k（μ一c）｝コ＜expトb｛m＋k（μ一d）｝コが成
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立するので，（23）の△Uム（X）は正であることが証明される。
　危険回避測度bの変化が△Uム（X）に及ぼす効果を検討するために（24）を
計算すると，次のようになる。
　　　　　　∂△Uム（X）　　　（24）　　　　　＝（M－x2）f（d）［一｛m＋k（μ一d）｝exp卜b｛m　　　　　　　　∂b
　　　　　　　　　　　　＋k（μ一d）コ十｛m＋k（μ一c）｝exp［一b｛m
　　　　　　　　　　　　＋k（μ一c）｝ココ
この値は正にも負にもなりうるので，危険回避測度の増減と代替的調査領域に
対する選好の強弱について，この分析からは一般的な論述をすることができな
いo
　危険回避的な管理老の効用関数が，（20）ではなく，より一般的な形で与えら
れたとしても，同様な分析は可能である。評価関数（15）においてパラメータm
とkを所与とし，管理者の効用関数をUム（・）として一般的な形で表わすこ
とにする。
　そこで△Uム（X）を書き換えるならば，（25）で与えられる。
　　　（25）　△UA（X）＝U且（XT）一σA（XI）
一11：・1（・十・／μ一・1）・（・）・・
・1二肌（・一1一・）・（・）・卜111m（・一1一・）
　　M－l　 U且（m＋k｛μ＿x｝）f（x）dx
　　x2
　　　　　　　　　　＝（M－x2）f（d）［U且（m＋k｛μ＿c｝）
　　　　　　　　　　　一Uム（m＋k｛μ一d｝）コ
O〈c〈dであり，U且（・）ば逓減的ではあるが増加する関数に違いないので，
　　　（26）Uム（m＋k｛μ＿c｝）＞U且（m＋k｛μ＿d｝）
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が成り立つ。したがって，危険回避的な管理着にとって，X・とXIが等しい
確率で実施されるときには，XTがXIよりも選好される。とζろが，（24）は
逓増的に増加する危険愛好的な効用関数についても以下のように成立する。
　　　（27）UL（m＋k｛μ一c｝）〉UL（m＋k｛μ一d｝）
このことは，危険愛好的な管理者にとっても，XTがX・よりも選好されるこ
とを意味Lている。
　以上の分析をまとめると，次の命題として書くことができる。
　命題3単一状態システム調査決定間題において，X・とXIの実施される
　確率が等しいならば，管理者の嗜好と危険に対する態度にかかわらず，XT
　がX。よりも選好される。
この結論は，管理限界を越える不良な結果を示す領域を調査の対象としてきた
伝統的な管理方式に対して，それを支持するひとつの理論的な根拠を与えてい
る。しかL，それはある一定の条件の下で成立している命題であり，一般的な
原則として認められるためには，異なる条件の下での検証を繰り返し経て行か
なければならなし・o
4　複数の状態変数によるシステムにおける分析
　システムが有隈た複数の状態をとるとき，結果の観測から直ちにシステムが
どの状態であるかを知ることは困難である。同じ繕果が，複数の状態において
起こりうることがあるからである。どのような結果も複数の状態に属すること
がないような特殊なケースもありえないことはないが，それは単一の状態シス
テムの単なる延長として取り扱うことができるであろう。
　いま，業務プロセスの結果が，良好た管理内（in・cOntrol）の状態S・と不
良た管理外（out－of－control）の状態S・との2つの状態をとるケースを考察
しよう。良好なS・の状態は確率gで生起し，不良なS・の状態は確率（1－g）
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　　　　　　　0　　　　　　μ1　　　　　　灼　　　　　　　M
　　　　　　　　　　　第2図　2つの状態の確率分布
で生起することが，既知の情報から与えられているものとする。状態がS・お
よびS里であるときに結果xの確率密度関数を，それぞれf。（x）およびf。（x）
で表わすと，2つの確率分布は，第2図に描かれるように，互いに重たり合う
ものとする。
　前節におけると同様に，XTとX・の2つの代替的た調査領域がもたらすパ
フォーマソスを分析することにしょう。期中で観測されるXが調査領域にある
とき，調査活動が実施され，プロセスの状態がS・あるいはS里のどちらであ
るかが判明される。もLもS≡S・であるならば，調査の結果を生かして比較
的少額た修正費用K・の支出から，結果を標準のμ。に戻すことができるもの
と仮定される。しかしS＝S・であるならば，比較的高額な修正費用K・を支
出しなげれぱ，μの標準に戻すことはできない。それに対して，Xが調査領
域にたいときには，調査も何も実施されず，Xの結果が継続して発生するもの
と考えられる。このようなプロセスに対Lて，XTおよびX。の政策のうちい
ずれが選好されるであろうか。われわれは，これをr2状態システム調査決定
問題」と名付けることにする。
　まず第1に，XTおよびX1の政策が採用されるとき，それぞれの期待総費
用を計算すると，（28）および（29）が得られる。
（・・）・（島）一・lr榊…1二μも（・）・・
　　　　　　　・（・一・伽（・）…（・一・）1二μ丘（・）・・
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　　　　　　　・・1二（1仙（・）…（・一・）1二（1仙（・）・・
（・・）・（免）一・1二・・（・）・…1二血（・）・…lllμ丘（・）・・
　　　　　　　・（・一・伽（・）…（・一・）1二・も（・）・・
　　　　　　　　・（・一・）ll：μ・・（・）・・
　　　　　　　十・1：1（1舳（・）…（・一・）ll：（1舳（・）・・
　2つの代替案の優劣を比較するために，両者の差△C（X）を計算すると，
（30）が得られる。
（30）　△C（X）＝・C（XI）一C（XT）
一／・lll・（・）・・一・1二缶（・）…（・一・）lllも（・）・・
一（・一・）1二も（・）・・／（1・μ）
一・lll・・（・）・…1二曲（・）・・
一（・一・）ll1池（・）…（・一・）1二・も（・）・・
・／・ll1血（・）・・一・1二丘（・）・・／K
・／（・一・）1：1も（・）・・一（・一・）1二榊・／臨
（30）の許算において，x、＜x靱＜x雪の犬小関係が仮定されている。もちろん，
XO＜X・〈X・あるいはX・〈X畠＜X・の成立するときにも同様な計算は可能である
から，この仮定は何の制約をも課してはいない。
　（30）の△Cσζ）は，正にも負にもなりうる。それでは，X・とXエが実施
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される確率が等しいという条件が加えられるたらぱ，前節の単一システム調査
決定間題におけるように，X一のX・に対する優位性が保証されるであろう
か。等確率の条件は，2状態システムにおいては（31）のように書かれる。
（・・）・1二・（・）…（1一・）1二も（・）・・一・／l：丘（・）・・
　　　　　・（・一・）1；：も（・）・・
この条件は，（32）のように書き換えられる。
（・・）・ll：も（・）…（1一・）lllも（・）・・一・1二・（・）・・
　　　　　・（・一・）1二も（・）・・
（30）の△C（X）は，（32）により次式のように整理される。
（・・）・・（文）一・／l二・丘（・）・・一11：地（・）・・／
　　　　　　　・（・一・）／l二・も（・）・・一111・も（・）・・／
　　　　　　　・・K／l：1缶（・）・・一1二・（・）・・／
　　　　　　　・（・一・）剛：1も（・）・・一1二も（・）・・／
条件（31）について定理1と定理2を使うと，以下の関係式が導かれる。
（拠）・1二地（・）・・一・1：：・・（・）…（・一・）1二地（・）・・
　　　　　一（・一・）1：1…（・）・・
さらに，
れる。
　　　≡（M＿x2）（d＿c）｛gf1（d）十（1＿g）f里（d）｝＞0
（33）の第3項と第4項の合計をRで示すと，（35）あるいは（36）が得ら
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　　　（1・）・一（H）・／l二丘（・）・・一111七（・）・・／
　　　（・・）・一（H）（・一・）／ll：も（・）・・一1二も（・）・・／
したが一て1二・（・）…1：1も（・）・・あるいはlllも（・）…1二も（・）・・の
条件が成立するならば，（33）の△C（X）は正となり，XTがX。よりも小さい
期待総費用を与えることにな孔この結果は，確率分布の形のみから導かれて
いるので，期待総費用をその度に計算する必要がないという意味で，きわめて
便利帆もしも逆の条除1二も（・）・・くlllも（・）・・あるいはll：も（・）・・
　Ml　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＾　　　　＾・l　　f。（x）dxが成立するならぼ，X。がX。よりも優越することの条件は確
　x2
率分布だけからは求められず，（33）の△C（X）を計算しなければならない。
この条件は，（33）から
（・・）・／l二・・（・）・・一11：・丘（・）・・／・（・一・）／l二地（・）・・
　　　　　一11：・も（・）・・／・・（H）／ll：・（・）・・一1二丘（・）・・／
と書くことができる。以上の分析から，われわれは命題4を以下のように表わ
すことができる。
　命題4　2状態システム調査決定間題において，X・とX・の実施される確
　率が等しいとき，X・とX・の優劣は，システムの状態確率，確率分布およ
　び修正費用の大きさに依存して決まるのであり，X。がX・よりも常に優越
　しているとは言えない。
　前節で導入された業績評価システムが採用されるとすると，命題4に何らか
の修正ヵ泌要とたるであろうか。評価関数（15）が採用されているとき，危険中
立的な管理着は，X・およびX・の政策がもたらす期待効用をそれぞれ以下の
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ように評価するであろう。
（・・）鵬）一・1ア1皿・・（μ一・）1・（・）・…1二（・一1－K）・（・）・・
　　　　　　　　・（・一・）1二1…（μ・一・）／・・（・）・・
　　　　　　　　　・（1一・）1二（・一1一恥）も（・）・・
（・・）・・（文・）一・1二1…（μ・一・）lf・（・）・・
　　　　　　　　　　・・1二1㎜・・（μ一・）1も（・）・・
　　　　　　　　　・・ll：（㎜一1－K）丘（・）・・
　　　　　　　　　　・（・一・）1二／…（μ一・）lf・（・）・・
　　　　　　　　　・（1一・）1二1・一・（μ一・）1も（・）・・
　　　　　　　　　　斗（・一・）1：1（・一1一＆）ち（・）・・
ここで，（32）の条件が成立するものとして，
差を計算すると，次式が得られる。
　　　（40）　△UN（X）＝UN（XT）一UN（XI）
2つの政策がもたらす期待効用の
一・・／l二・丘（・）・・一11：・丘（・）・・／
・（・一・）・／l二・も（・）・・一1：：・も（・）・・／
峨／111自（・）・・一1二血（・）・・！
・（・一・）臨／11：も（・）・・一1二ち（・）・・／
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上式と（33）とを比較すると，第3項と第4項は同一であり，違いは第1項と第
2項のパラメータの存在にある。したがって，ここでもXTとX。の優劣はさら
に追加される条件なLには確定されないことが分かる。
　標準や予算を基準として業績評価がなされるとき，その基準からの差異が大
きくなれぼなるほど悪い業績評価を受けねばならない。そこで，管理者は大き
な差異の発生をできる限り回避しようと努力し，総費用といった絶対的な値を
基準とする評価を受けるときよりも，X・の調査領域を選好するのではなかろ
うか，という推測が生まれ乱しかし，一般に仮定されているように，kを1
よりも小さい正の数とみなす限り，この推測は否定されざるをえない。これは，
（41）に示されるように，△C（X）は△UN（X）を常に上回るという事実によっ
て裏付けられている。
（41）　△C（X）一△UN（X）
　　　　＝（1＿k）（d＿c）（M＿x2）｛gf1（d）十（1＿g）f2（d）｝＞0
したがって，標準や予算を基準とする業績評価システムは，総費用を基準とす
る場合に比べて，両政策の差を小さくする効果をもっている，と言えよう。
　さらに，上述のことを別の角度から検討してみよう。いま，条件（37）が成立
L，期待総費用という尺度ではXTがX・よりも選好されるものとする。組織
全体からすれば，期待総費用のより小さい代替案が望まれるであろうから，この
選好は組織目標に適合していると言える。しかし，条件（37）が成立するとして
も，パラメータが存在するために，必ずしもUN（X。）〉U。（X。）とはならない。
それゆえ，組織としてX・が望ましいとしても，予算や標準を基準として業績
評価される管理老はXTを選択しない，という組織目的に非適合的な行動がと
られることも起こりうることになる。これは（37）の条件が，U・（XT）＞U・（X・）
を成立させる条件よりも弱いからであり，もちろん，後者の条件が満たされて
いるときには，C（X・）＜C（X・）が成り立つ，という関係が存在しているのであ
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る。調査領域の選択等の決定権限が委譲されるときには。しばしば予算や標準
を基準とする業績評価システムの実施を伴うので，上述のケースは，見のがす
ことのできない重要なことがらである。
　危険回避的あるいは危険愛好的な管理老の選好には，危険中立的な管理者と
はどのような点で異なる特徴カミみられるであろうか。いま，一般的な効用関数
Ul・｝を仮定して，X・とXIの政策が管理者にもたらす期待効用の差を計算す
ると，（42）が与えられる。
（42）　△U（X）＝U（XT）一U（X王）
一・1：：・／…（μ・一・）1丘（・）・・
一・1二・／…（μ一・）1丘（・）・・
一・lll・／・一1一・ユ1・・（・）・・
・・1二・／・一1一蝋（・）・・
・（・一・）1：1・1…（μ・一・）1・・（・）・・
一（・一・）1二・／…（μ一・）／も（・）・・
一（・一・）lll・／・一1一・枇（・）・・
・（・一・）1二・1・一1一帥（・）・・
領査領域に関する等確率の条件（32）が認められると，定理1と定理2を使って
（42）の結果はさらに（43）のように整理される。
　　　（43）　△U（X）呂［U｛m＋k（μ・一c）｝一U｛m＋k（μ一d）｝コ
　　　　　　　　　　　x｛9（x匝一xl）f1（c）十（1－9）（x皿一x1）f望（c）｝
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十［U｛皿一I－K望｝一U｛m－I－K1｝］
x｛9（xo－x1）f1（c）一9（M1－x2）f1（d）｝
定義的に，c〈d，K・〈K・の関係が成立しており，U｛・｝は増加関数であるの
で，第1項は常に正となるが，第2項は負となる可能性がある。ときには，第
2項が第1項を絶対値で上回るほどの負の値をとることもありうる。たとえぱ，
不良な管理外の状態にあるときに支出される修正費用K・が，マイナーな修正
費用K・に比べて大きな値となる場合が，このようなヶ一スの一例であろう。
そこで，われわれは，以上の結果を命題5として書き記すことにする。
　命題5　2状態システム調査決定間題において，XTとX・の実施される確
　率が等Lいとき，さらに付加的な条件がない限り，管理者の嗜好や危険に対
　する態度からX・とXIに関する選好を決めることはできない。
　それでは，どのような条件が付加されるとき，たとえぱ，危険回避的な管理
老は危険中立的な管理老に比べてXTをX・よりも選好する傾向にある，とい
ったことが主張できるのであろうか。いま，危険回避型の効用関数UA（・）と
危険中立型の効用関数UN（・）について，第3図に示されるようなダイヤグラ
ムが描かれるとする。すなわち，0と固定的な報酬のmの値をとるときには，
両著の効用値が等しくなることが仮定されるものとする。ここで，U。（・）は
傾きがkの直線であるから，kの割合で効用は逓滅していく。しかし，U・（・）
U（・）
l　　U・（．）
l　Ul（・〕
o　　　　μ1　　　　　　　μ1吋
　　第3図　危険中立およぴ回避的効用関数
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の減少の仕方は，はじめにkより大きな割合で減少し，やがてkより小さい割
合で減少する。すなわち，バラメータ，I，K・およびK・を所与としても，x
のとる値によってUム（・）の隈界効用はUN（・）の一定した限界効用よりも大
きくなることもあれば，小さくなることもある。さらに，所与であったパラメ
ータも変化Lうるものとすると，△UN（・）と△UA（・）の比較から一般的な
結論を導くことは，ますます困難なこととなる。意味のある議論を展開するた
めには，効用関数を明確な形で規定しなければならないであろう。
5　結びにかえて
　例外管理の原則は，組織における隈られた資源を効率的に配分するという経
済的な組織目的から導かれた意思決定規範のひとつであろう。もしそうである
ならぱ，この原則は経済的な組織目的に適合するように運用されなければその
意義を失うことになる。そこで，その運用は究極のところ例外的事項を判定す
る基準あるいは調査領域の決定方法に依存しているので，この間題の解決は，
これらの基準や方法を経済的た組織目的に適合するように決定することによっ
て図られることになる。
　われわれは，こうした認識の下に，システムのバフォーマソスが管理隈界を
越えて不良であるときにのみ調査を実施して必要な修正措置をとる，という伝
統的立場が，必ずしも常に組織目的に適合しないことをこの論文で示した。そ
の際に，伝統的方法の優位佳は，バフォーマンスの確率分布が単一の状態変数
で表わされるケースにおいて証明された。この繕果は・管理老の磨好や危険に
対する態度のいかんにかかわらず成立しており，単一状態システムという条件
ヵミこうした結論に決定的な役割を果たしていることが明らかにされねしかし
伝統的方法の絶対的優位性ば，もはや複数の状態変数によって表わされるシス
テムにおいては堅持されないのである。さらに，そのようなシステムにおいて
興味深いことは，管理老の危険回避的性行が限ずしも伝統的方法を支持するも
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のでは液い，という推論の結果である。逓減的に増加する効用関数をもつ危険
回避的な管理着は，管理限界を越えたすべての不良な差異を回避するべく，他
の方法よりも伝統的な方法を選好すると考えられるかもしれない。しかし，こ
の推測は，この論文で示されたように，複数の状態変数が表わすシステムにお
いては，必ずしも妥当しないのである。
　この論文が示した以上の結果は，伝統的方法と整合的な結論を導いている最
近の研究結果と矛盾しているかのように見える。ω　しかし，エイジェンシー理
論に依拠したこれらの研究は，すべて単一の状態変数を仮定していることに，
われわれは注意Lなければならない。すなわち，この結論の相異は，伝統的方
法の優位性がわれわれの分析した調査決定モデルにおいてばかりでなく，エイ
ジェソシー理論に基づく調査領域に関するモデルにおいても，単一の状態変数
のシステムを対象とする限り妥当することを示しているにすぎない。Lかしな
がら，氷解されないで残された疑問のひとつは，これらの研究において仮定さ
れている管理者の危険回避性という条件が，伝統的方法を支持する上でどの程
度必要なのであろうか，という点である。われわれの差異調査決定モデルに関
する限りそのような条件は必要でなかったが，最近の研究はすべて危険回避的
な管理老を前提にして分析を進めている。管理者の危険に対する態度は危険回
避的であるとみなすことが一般的なために，そのような前提がこれらの研究に
おいて仮定されたという想像も成り立つ。そこで，こうした条件が最近の研究
で分析された決定状況において，伝統的方法を支持するために真に必要なもの
であるか否かが，明らかにされねばならない。そして，もしも必要であるなら
ば，危険回避測度の変化がどのような影響をもたらすのであろうか。あるいは，
もLも必要でないならば，危険回避的でない管理老についてこれらの分析結果
はどのように惨正されねばならないであろうか。これらの問題は，近年科学的
方法を適用して経験則として受け入れられてきた伝統的理論を再検討すること
を試みる研究者にとって，興味深い将来の課題である。
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注（1）辻［1982aコは多期閻の原価謹異調査モデルについて，最適な調査領域を比較分析
　　する立場から，DittmanandPrakash［1978］のモデルを一般化している。
　（2）SPiegel［1968コを参照されたい。
　（3）危険に対する人問の態度に関する詳細な議論については，Varian［1978コ，酒井
　　［1982］を参照されたい。
　（4）ここで最近の研究とは，Demski　and　Feltham［1978コ，ETans［1980コおよび
　　Baiman　and　Demski［1980コを指しており，辻［1982a，1982b，1982cコではそれ
　　らについて検討が加えられている。
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